
○ 藤井寺市（大阪府） 

 
＜取組の概要＞ 
 市福祉部局では、災害時要援護者としての支援希望者からの申請をもとに、

災害時要援護者情報の台帳を作成。市防災部局や消防本部において共有。 

 
１．取組開始の経緯 
阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、大阪府から安否確認の取組み実施にか

かる依頼があり、モデル的に取り組みはじめ、平成１３年９月から運用開始

している。 
 
２．取組主体の構成 
  市（福祉課、高齢介護課、防災対策室）、各自治区 
 
３．避難支援の取組状況 
（１）災害時要援護者情報の把握方法 

災害時の支援を希望する方々の手上げ方式（申請書の提出）による登録制

度となっている。申請書には、情報開示に関する同意や氏名、年齢、性別、住

所、電話番号、緊急時の連絡先、申請理由（身体状況など）、申請区分（要介

護度など）が記載されている。 
当該制度の周知に関しては、日頃から民生委員や児童委員が啓発活動を実

施している。 
対象者としては、市内在住で自力避難が困難と予想される障害者または６

５歳以上の高齢者のうち、以下の条件に該当する者となっている。 
〔障害者〕 
① 身体障害者手帳を有する者のうち、障害の程度が１級及び２級の者 
（970人） 
②療育手帳を有する者のうち、障害の程度がＡの者（278人） 
③精神障害者福祉手帳を有する者のうち、障害の程度が１級の者（48人） 
ただし、上記以外の障害程度でも、自力での避難に不安を感じている者

は登録可能。 
〔65歳以上高齢者〕 
○介護保険制度に基づく要介護度が３，４，５の者（764人） 
ただし、上記以外の高齢者でも、自力での避難に不安を感じている者

（例：独り暮らしの者）は登録可能。 
 ※ 該当者の人数は平成 16年 5月末現在の延べ人数。複数の項目に該当する

場合がある。台帳に関しては、年２回更新されており、平成 16年９月現在、
548名が登録されている。 



 
（２）避難支援者の定め方等 
  予め避難支援者を定めているものではなく、発災時に区長の指示により決

定。 
 
（３）災害時要援護者情報の共有方法 

市福祉課が、申請書をもとに台帳を作成し、市防災対策課や消防本部と情

報を共有している。 
市福祉課が、簡易版（登録者の氏名、性別、年齢、連絡先、住所が記載さ

れている）と詳細版（申請書の内容が記載されている）の２つの名簿を作成

し、各区長へ配布している。 
簡易版名簿については、平時から区長だけは閲覧することが可能であり、

この名簿をもとに地域では、安否確認訓練が実施されている。 
詳細版名簿は、平常時はスチール保管庫に保管され、発災時のみ取り出さ

れる（鍵は区長が管理）。安否確認本部に参集した役員、民生・児童委員等

への指示に使用される。また、災害時要援護者の住まいを示した地図も作成

している。 
 
４．運営上の役割分担 
（１）市〔福祉部局〕 
登録制により名簿を整理し、各自治区に配布。 

 
（２）市〔防災部局〕 
  発災時、安否確認実施本部を各自治会に立ち上げるよう依頼、安否情報を

把握。 
 
（３）自治区〔区長〕 
  平常時の訪問や、発災時の名簿の活用など。 

 
５．訓練の実施状況 
 毎年９月に、安否確認訓練を実施している。安否確認の流れとしては、概ね

以下のとおりである。 
① 市が災害対策本部を設置 
② 市内 40箇所にある屋外防災行政無線を使用し、区長に安否確認実施本部
の設置を依頼 

③ 自治区が安否確認実施本部を設置し、保管庫より詳細版名簿を取り出した

うえ、安否確認を開始する。 
 （※この際、誰がどこへ安否確認に行くかを区長が割り当てる。） 
④ 安否確認の実施の際、安否確認実施者は、割り当てられた対象者の情報し

か与えられない。 



⑤ 安否確認の結果は、安否確認実施本部に集約され、最終的に市の災害対策

本部へ送られる。 
 
６．今後の課題等 
障害の部位や程度などに応じた救出救護活動が課題である。 
発災した場合に、安否確認体制がうまく機能するか。（詳細版名簿は、発災し

た際に区長が開封し、その時点で安否確認実施者を決定するため、混乱も予想

される。） 
プライバシー保護の観点から、平時は台帳の情報を区長限りとしており、い

ざというときに活用できるかが不安である。 








